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投資事業有限責任組合制度は、平成１６年に創設されて以来、既に６年を経過しており、

その間、着実にその組成数は増加してきております。（平成 22 年 12 月現在で約２，０００

組合が現存）

このような環境の中で、今までに投資事業有限責任組合の組成・運営等につきまして、

多くの方からご質問をいただきました。

今回、そのようなご質問の中で、最近お問い合わせがあった事例で、かつ、従来必ずし

も詳細な解説が行き届いていない事例を中心にＱ＆Ａを作成いたしました。

投資事業有限責任組合の組成・運営等の際にご参考にしていただければと存じます。

組合契約において、無限責任組合員（以下「ＧＰ」と言う。）が金銭その他の財産を出資し

ない旨の規定を設けることはできますか。

（回 答）

投資事業有限責任組合契約に関する法律（以下「ＬＰＳ法」と言う。）第６条第１項では、

組合員は、出資一口以上を有しなければならないとされており、また同条第２項において、

当該出資は金銭その他の財産のみをもって可能とされています。したがって、ＬＰＳ法上、

ＧＰであっても金銭その他の財産を目的とした出資を一口以上有しなければならないこと

から、ＧＰが金銭その他の財産を出資しない旨を定めた組合契約で適法に投資事業有限責

任組合（以下「ＬＰＳ」と言う。）を組成することはできないと考えています。

ＬＰＳが債務保証や自らの保有する組合財産につき質権設定をすることは可能でしょう

か。

（回 答）

ＬＰＳが行える事業の範囲はＬＰＳ法に列挙されており、ＬＰＳ法に定めのない事業に

ついてＬＰＳはそれ自体を主たる目的として事業を行うことはできません。ＬＰＳ法では、

株式等に対する投資、金銭の貸付け、事業者への経営又は技術指導、他の一定の投資スキ

ームへの投資などがＬＰＳの行える事業として規定されていますが、債務保証や質権設定

については規定されておりません。したがって、例えば、ＬＰＳが他の者のための保証を

行い、保証料収入で収益を挙げるような事業を、それ自体を主たる目的として組合事業で

行うことはできないと考えております。他方で、合理的に考えて、ＬＰＳ法に列挙される



事業内容を補完し又は一体不可分として捉えることができる業務については行うことが可

能であると考えられることから、債務保証や質権設定がこのような趣旨で行われるのであ

れば可能であると考えられます。

ＬＰＳにおいて出資一口の金額は均一であることが必要でしょうか。

（回 答）

ＬＰＳ法において出資一口の金額は均一でなければならないと規定されているため、出

資一口当たりの金額を複数設けることはできません。ただし、組合契約で組合員ごとに、

例えば最低限出資すべき口数を設けるなど、出資口数ではなく組合員の個性に着目して出

資一口当たりの金額の均一性を前提に組合員ごとに異なる扱いをすることは可能ですし、

また各出資について損益の分配を異なることとすることは、一口の金額として出資すべき

額が均一である限り、可能であると考えています。

ＬＰＳがＬＰＳ法に基づき、事業者に対して金銭の貸付けを行う場合、貸金業法の適用は

ありますか。

（回 答）

ＬＰＳがＬＰＳ法に規定された金銭の貸付けを行う場合であっても、基本的には株式会

社等と同様に貸金業法が適用されます。貸金業の登録が必要となる場合の具体的な手続き

については、一つの都道府県内で営む場合には当該都道府県庁の貸金業担当部署に、複数

の都道府県にまたがって営む場合には主たる営業所等の所在地を管轄する各地方財務局の

貸金業担当部署にお問い合わせください。

ＬＰＳが外国法人に金銭の貸付けを行うことはできますか。

（回 答）

外国法人に対する金銭の貸付けは、ＬＰＳ法の事業の範囲外であるため、これをＬＰＳ

の事業として行うことはできません。なお、外国法人の発行する株式、新株予約権などの

取得・保有はその取得の価額の合計額が総組合員の出資の総額の５０％に満たない範囲内

であれば可能です。



ＬＰＳでスワップ取引など各種デリバティブ取引を行うことはできますか。

（回 答）

ＬＰＳが行うことができる事業は、株式会社の株式、社債の取得などＬＰＳ法第３条第

１項に列挙されているものに限られますが、スワップ取引など各種デリバティブ取引につ

いては規定されておりません。したがって、そのような取引を、それ自体を主たる目的と

して組合事業で行うことはできないと考えております。

他方で、合理的に考えて、ＬＰＳ法に列挙される事業内容を補完し又は一体不可分とし

て捉えることができる業務（例えば、ＬＰＳが、投資事業を実行するために借入れを行う

場合に、金利変動のリスクヘッジのため金利スワップ契約を締結すること）については行

うことが可能であると考えられることから、スワップ取引など各種デリバティブ取引がこ

のような趣旨で行われるのであれば可能であると考えられます。

ＬＰＳで不動産を取得したり、賃貸することはできますか。

（回 答）

ＬＰＳが不動産を取得・賃貸することは、ＬＰＳ法及び同施行令に定める範囲内におい

てのみ可能であり、例えば、ＬＰＳが取得した、不動産担保が設定されている金銭債権の

担保権の目的である不動産について、取得・賃貸することは可能です。また、信託財産が

不動産である信託受益権や不動産に投資する匿名組合出資持分についても取得が可能です。

ただし、ＬＰＳによる不動産の取得・賃貸・売却については不動産特定共同事業法や宅

地建物取引業法の適用が問題になります（原則として許認可の取得が必要となります（こ

れに対し、信託受益権や匿名組合出資持分の取得については原則として不動産特定共同事

業法や宅地建物取引業法上の許認可の取得は不要であると考えられます。）。）のでご留意下

さい。

ＬＰＳが公益法人や一般社団法人に出資・寄付することは可能ですか。

（回 答）

公益法人や一般社団法人に出資・寄付することはＬＰＳ法の事業の範囲外であるため、

できません。



ＬＰＳが他のファンドや合同会社に出資することはできますか。

（回 答）

他のＬＰＳ、民法上の任意組合、外国に所在する類似の団体に対する出資は、ＬＰＳ法

上、ＬＰＳが行うことができる事業として列挙されており、可能です。ただし、有限責任

事業組合（以下「ＬＬＰ」と言う。）や合同会社に対する出資は認められていません。

合同会社や一般社団法人、外国法人はＬＰＳのＧＰになることはできますか。

（回 答）

ＬＰＳ法ではＧＰの資格を制限する規定はありません。したがって、合同会社や一般社

団法人、外国法人がＬＰＳ法上ＧＰになることは禁止されていません。しかしながら、Ｇ

Ｐについては、ＬＰＳ法で組合契約書の必要的記載事項である「氏名又は名称及び住所」

の登記を義務づけているため、外国法人が登記を行えるかについては留意が必要です。

任意組合や匿名組合、ＬＬＰはＬＰＳの組合員になることはできますか。

（回 答）

ＬＰＳ法ではＧＰの資格のみならず有限責任組合員（以下「ＬＰ」と言う。）の資格につ

いても制限する規定はありません。しかしながら、上述のとおり、ＧＰについては、「氏名

又は名称及び住所」を登記しなければならないことから登記が行えるかどうかご留意くだ

さい。

なお、匿名組合については、営業者が各匿名組合員と個別に締結する匿名組合契約に基

づき匿名組合事業の対象財産を所有することとなりますが、営業者がＧＰになることはＬ

ＰＳ法に直ちに反するものではないと考えています。

また、ＬＰＳのＧＰが適格機関投資家等特例業務（後述）の特例の適用を受ける場合に

は、これらのファンドがＬＰＳの組合員となることにより当該特例の要件が満たされない

場合があるため（＊）、当局や弁護士等の専門家にご相談するなどして事前に留意していた

だくことが必要です。

＊ 例えば、適格機関投資家でない者を匿名組合員とする匿名組合の営業者がＬＰＳのＬ

Ｐとなった場合などは、当該ＬＰＳにおける自己募集・自己運用業務は、適格機関投資

家等特例業務の要件を満たさず、当該ＬＰＳのＧＰは適格機関投資家等特例業務の特例

の適用を受けることができません。



経営者が同一の別会社や親会社と子会社で、それぞれＬＰＳのＧＰとＬＰになることはで

きますか。

（回 答）

ＬＰＳ法ではＧＰ及びＬＰの資格について制限する規定はありません。経営者が同一で

あっても別法人であれば、それぞれ一方をＧＰ、他方をＬＰとすることは可能と考えられ

ます。ただし、当該会社間での組合契約の締結が利益相反取引に該当する場合には、各会

社において、会社法上必要な手続きを経る必要が生じる点にご留意ください。

ＬＰＳについて何か開示義務はありますか。

（回 答）

ＬＰＳの組合持分は、金融商品取引法第２条第２項に規定する有価証券に該当すること

から、その発行により５００名以上の者が当該持分を所有することとなる取得の申込みの

勧誘は、「有価証券の募集」に該当し、金融商品取引法に基づき以下のとおり公衆への開示

義務が発生します。

・有価証券の発行時における開示として、有価証券届出書の提出、投資者への目論見書の

交付

・有価証券発行後の継続開示として、有価証券報告書の提出、半期報告書、臨時報告書の

提出

また、投資者への情報提供という意味では、私募による場合の告知義務、金融商品取引

業者による契約締結前交付書面や締結時交付書面の交付義務等もありますので、担当官庁

である金融庁や弁護士等の専門家にご相談いただくことをお勧めします。

適格機関投資家等特例業務について教えてください。

（回 答）

集団投資スキーム持分（ＬＰＳの組合持分が該当します。）の自己募集又は集団投資スキ

ームの自己運用を行う場合、ＧＰにおいて、原則として金融商品取引業（第二種金融商品

取引業者・投資運用業者）の登録が必要となります。しかし、①集団投資スキームへの出

資者（ＧＰは除きます。）が１名以上の適格機関投資家（銀行、保険会社、ＬＰＳなどの金

融商品取引法において列挙された者）及び４９名以下の適格機関投資家以外の者であって、

かつ②当該適格機関投資家等が一定の適用除外対象者（一定のファンド等）に該当しない

場合における、③集団投資スキーム持分の私募（ただし、一定の転売制限が必要）及び集

団投資スキームの自己運用は、適格機関投資家等特例業務に該当し、金融商品取引業の登



録が不要となります。適格機関投資家等特例業務を行う場合には、事前に届出を管轄財務

局に提出する必要があります。

なお、本制度はその要件等が法令において細かく規定されていますが、その具体的な内

容については、当局や弁護士等の専門家にご相談いただくことをお勧めします。

ＬＰＳ法では毎事業年度経過後３ヶ月以内に財務諸表を作成して、公認会計士又は監査法

人の意見をもらわなければならないとされているが、清算中においても公認会計士又は監査

法人の意見をもらう必要はありますか。

（回 答）

ＬＰＳ法では、解散前までは毎事業年度、財務諸表等を作成し、公認会計士又は監査法

人の意見を付することが義務付けられていますが、清算中においては特段規定がなく、必

ずしも公認会計士等の意見を付することは義務ではないと考えられます。したがって、各

組合の実情に応じ、必要に応じて監査を行えば足りるものと考えられます。

ＧＰが自身が役員をしている会社の株式を取得することは可能でしょうか。

（回 答）

ＧＰが自身が役員をしている会社の株式を取得することについてＬＰＳ法では明示的に

禁止されていません。ただし、ＧＰの利益相反行為に関して、双方代理となる場合は民法

上の双方代理の禁止の適用があるほか、会社法上一定の手続きが必要とされる場合もあり

ます。また、ＧＰがＬＰに対してＬＰＳ法において準用している民法上の善管注意義務を

負っており、さらに金融商品取引業者である場合には金融商品取引業者として金融商品取

引法上の忠実義務等を負っている点にご留意ください。

ＬＰＳ法では、外国法人への出資について総組合員の出資額の総額の５０％に満たない範

囲で行うことができるとされていますが、これは総組合員の既出資額の５０％未満なのか出

資約束額の５０％未満なのかどちらでしょうか。

（回 答）

既出資額の５０％未満になります。ＬＰＳ法では外国法人の株式等の取得・保有はあく

まで例外的に認められた業務であり、このことから出資約束額ではなく現に出資された金

額を基準に上限額が設けられています。



ＧＰ、ＬＰ、組合の事務所も国外というＬＰＳは認められますか。

（回 答）

ＬＰＳ法では、ＧＰ及びＬＰに資格制限を設けておらず、また組合の事務所の所在地に

ついても制限を設けていないため、ＧＰ及びＬＰ双方とも外国の者で、かつ組合の事務所

を外国に設置することもＬＰＳ法上は禁止されておりません。しかしながら、組合の事務

所について登記が義務づけられ、またＧＰについても、「氏名又は名称及び住所」の登記が

義務づけられているため、これらが登記できるかどうか留意する必要があります。

以 上


